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Ⅰ 事業報告 

令和６年度は「第５次中期経営計画(令和４年～令和６年)（以下、５次中計という。）」の最終年度にあたり、中

長期ビジョンやコーポレートメッセージを全社員の旗じるしに、当社が果たすべき使命・役割となる３つの「基本

戦略1」を主軸に、本計画の着実な実践と振り返りに努めてまいりました。 

 

次期システム構想では、ＪＡ現場業務の課題把握と改善に向けた要件の整理を進め、低コスト開発およびシス

テムスリム化の方針のもと、ＩＴのトータルコストの低減に取り組んでまいりました。また、ＪＡグループ北海道

の取り組みである「ＪＡ経営基盤強化支援プロジェクト2」へ積極的に参画し、ＪＡ事務作業の「効率化、省力化、

コスト低減」の実現に向け各連合会と連携の上、取り進めてまいりました。 
さらに、第３１回ＪＡ北海道大会の決議事項に則り、全道一円での基幹システム共用利用に向け、十勝地区ＪＡ

の基幹システムへの移行対応プロジェクトを発足し、対応を進めております。 
第４次統合ネットワーク関連では、共通設備およびＪＡ個別設備の更新を完了しております。 

また、セキュリティ強化対策として、対象ＪＡへのＳＯＣ付ＥＤＲ3 の導入およびインターネット分離強化策 4

の対応を完了し、安定稼働中です。 

 
1 基本戦略（５次中計） 

事業戦略：次期システム構築検討・基盤更新／安定稼働／利便性向上   人材投資：主体的に考え、自発的に行動できる人材の育成強化／能力を最大限発揮できる環境の整備 
経営基盤強化：労働生産性向上／サスティナブル経営／最適な体制づくり 

2 ＪＡ経営基盤強化支援プロジェクト案件 
購買仕入・値入自動化／購買受発注・購買精算三票データ化／共済契約・初回クミカン払／電子決裁・ペーパーレス化／販売入出庫効率化 等 

3 SOC 付 EDR 
 SOC とは「Security Operation Center」の略称であり、24 時間 365 日体制でネットワークやデバイスを監視し、サイバー攻撃の検出や分析、対応策のア

ドバイスを行なう組織のこと。EDR は「Endpoint Detection Response」の略称であり、PC、サーバ等のネットワークに接続されているエンドポイントの

操作や監視を行なうソフトウェアの総称。 
4 インターネット分離強化策 
 マイナンバーや自己査定支援システム等を利用して、秘匿性の高い情報を取り扱う重要ＰＣは、通常の JA 内ネットワークからは分離してインターネット接続できなくする対策。 



  

 
 

１．事業別概況 

（１）営業所に関する事項 

訪問活動を主軸とした営業所運営として、より近い距離感で現場の声に寄り添いながら、提供サービスの効率的

な利用方法やＪＡ現場の事務効率向上、事務コスト負担軽減に向けた提案を本社と一体となり実践いたしました。    

また、ＪＡ・組合員の現場ニーズを的確に把握し、時代に沿ったソリューションの提案に努めるとともに、各地

区ＪＡ間における情報共有と幅広い意見交換の機会を通じ、各地区の特性に寄り添った支援強化を図ってまいりま

した。 

さらには、ＪＡ経営基盤強化支援プロジェクト案件の新規導入及び定着化に向け、関係各連及び本社と連携し取

り組んでまいりました。 
 

（２）業務に関する事項 

総合問合せ窓口機能の強化、次期システム構想への対応、十勝管内ＪＡのシステム移行支援を中心に、各種施策

を推進してまいりました。 

令和５年度に実施した問合せ対応窓口の本社移管により業務効率化を一層進めるとともに、ＪＡグループ北海道

の一体的な取組である「ＪＡ経営基盤強化支援プロジェクト」に継続的に参画し、事務効率向上・作業負担軽減・

事務コスト削減に資するシステムの開発・機能拡充に取り組んでおります。 

また、十勝地区における当社システムの導入決定を受け、関係団体と連携のもと、移行作業を本格化させており

ます。 



  

 
 

（３）運用に関する事項 

第四次拡充システムおよび第４次統合ネットワーク等の安定的な稼働に向けて、適切な機能改善、ならびに運用

体制の維持に努めてまいりました。グループ内におけるセキュリティ強化につきましては、ＪＡ北海道中央会との

連携を通じて、サイバーセキュリティ対策強化（ＳＯＣ付ＥＤＲ）等の対策を行いました。 

また、令和５年度に本社へ移管された問合せ対応窓口につきましては、現状の分析や情報収集、ならびに情報の

共有化等により、機能の向上に努めました。 

 

（４）総務に関する事項 

事業運営全般に係る事務処理の統括部署として、各部署との調整・連携により厳選な予算の執行及び統制に取り

組んでまいりました。 

働き易い職場環境への対策の一環として、「時間休」および「半日休」を取得出来るよう就業規則等の見直しを

行うとともに、２０２５年４月に改正される「育児・介護休業法」の適用に向け整理を行いました。 

また、取締役会にてペーパーレス会議システム（TeleOffice）を利用して開催し、「ペーパーレス化」への社内推

進を行いました。 
 

 

 

 

 



  

 
 

（５）経営企画に関する事項 

第５次中期経営計画（令和４年度～令和６年度）の最終年度にあたり、本計画の達成に向け、ＪＡグループ北海道から期

待される役割を意識した中で計画の進捗管理と部署間調整および支援を行なってまいりました。また、当社の経営課題を

見える化し、対策を検討するなど、経営の健全性向上と安定経営に努めてまいりました。 

加えて、第５次中期経営計画の中長期 vision と課題を継承し、新たに『アナログで信頼を、デジタルで貢献を』をサブ

vision として掲げた、第６次中期経営計画案（令和７年度～令和９年度）の策定に取り組みました。 

 

（６）内部監査に関する事項 

内部統制（けん制）の適切な整備・運用と、健全な組織風土・体制に向けた取り組みを実践いたしました。 内部監査では、

各部署に対して業務監査（情報セキュリティ監査含む）や会計監査などを実施し、必要な改善等の協議と是正・指導をおこ

なってまいりました。  

コンプライアンス推進活動の充実・強化では、全社員に向けた「リスクマネジネント研修等」を開催したほか、「タイプ診断

（コンプライアンス状態評価）」「意識調査（到達度調査）」を実施し、社員一人ひとりのコンプライアンス意識を刺激し、理解・

浸透・定着をはかる活動（啓発カレンダー、サイネージコンテンツ、コンプラマガジンの制作と情報発信など）に努めてまいり

ました。 

 

 

 

 



  

 
 

（７）設備投資の状況 

当事業年度の設備投資等の額は１３７，４０２千円であり、次のとおりです。      

・統合ネットワーク設備更新等 １７，７９２千円 

・集約サーバストレージ装置ディスク増強 ２２，６３０千円 

・ＡｇｒｉＯｆｆｉｃｅモバイル更新 １５，５７０千円 

・資材ＰＯＳ機能改修 ３，１４０千円 

・次期システム構築等 ４３，７６３千円 

・営農支援システム機能改善 ８，４００千円 

・第四次システム機能追加他 ２６，１０７千円 

 

 

（８）資金調達の状況 

設備投資に必要な資金、その他所要資金は、自社資金によって充当いたしました。 

 

 

 

 

 

 



  

 
 

（９）当社が対処すべき重要な課題と対応方針 

 

① ＩＴニーズに提案できる人材育成（令和５年度から継続） 

デジタル環境が加速する中、ＪＡ環境を把握し、既存の枠に囚われず社会情勢等の変化に対応したデジタル技術を活用

し、「効率化・負担軽減・ＩＴに関わるトータルコスト低減」に向けた提案が出来るＩＴ人材不足が懸念されております。 

ＪＡグループ北海道のＩＴ企業として、課題を認識し、多様化するＪＡ・組合員ニーズの本質をとらえ、的確かつ迅速

に対処（提案など）できる人材の育成に努めてまいります。 

 

 

② 全道共用システム構築に向けた標準業務フローの確立 

第３１回ＪＡ北海道大会の決議事項である基本目標「デジタル技術を活用した業務効率化・生産性向上の追及」におい

て、重点取組事項として基幹系システムの共用化による事務効率化とコスト削減が掲げられております。 

この課題解決に向けて、ＪＡグループの全体最適を図り、事務効率化とコスト削減のためＪＡ事務の標準化が必要とな

ります。 

全道共用システム利用を前提とした「全道標準的な業務フローの設定・構築」に向けて各連合会と連携を密に取りなが

ら、ＪＡ現場と共に対応を取り進めてまいります。 

 

 

 

 

 

 



  

 
 

（１０）財産および損益の推移 

               （単位：千円） 

 
第 12 期 

令和 4 年 3 月期 

第 13 期 

令和 5 年 3 月期 

第 14 期 

令和 6 年 3 月期 

第 15 期(当期) 

令和 7 年 3 月期 

売上高 2,334,297 2,354,403 2,384,017 2,340,238 

営業利益 131,694 200,799 174,564 106,886 

経常利益 135,100 199,253 170,395 103,703 

当期純利益 90,688 137,697 116,700 68,715 

総資産 2,687,210 2,947,649 3,093,014 3,091,521 

純資産 2,369,592 2,507,289 2,623,989 2,692,705 

 

 

 

 

 

 

 



  

 
 

２．主な処理事項 

月・日(期間) 処理事項および行事 場  所   月・日(期間) 処理事項および行事 場  所 

４月 １日 令和６年度事業開始社長訓示/辞令交付 自社   １０月 ２日 第２回全道農協常務参事会議 北農ビル 

 １６日 令和５年度決算会計監査（中央会の内部監査） 自社    ３日 システム検討委員会 北農ビル 

 ２２日 期首実績検討会／第１回コンプライアンス委員会 自社   

 

７～８日 ＪＡ情報センター協議会第三回役員会 ＪＡビル 

 ２３日 令和５年度決算監査役監査 自社   

 

１０日 令和６度上半期会計監査 自社 

 ２６日 第一回取締役会 北農ビル   

 

２１日 第２四半期実績検討会/第 3 回コンプライアンス委員会 自社 

５月 １３～１５日 地区別農協組合長会議 各地区   

 

２３日 宮城県情報センター対応 北農ビル 

６月 １１日 第１回全道農協常務参事会議 北農ビル   

 

２８日 令和６年度上半期監査役監査 自社 

 １０～１１日 全国センター協役員会 ＪＡビル   １１月 １１～１２日 第２回ＩＴ統制評価 自社 

 １９日 第１４回定時株主総会/第二回取締役会 共済ビル   

 

７日 第１回システム連絡会議 北農ビル 

７月 １日 新入社員本採用辞令交付式 自社   

 

１４日 東北北海道地区情報センター協議会 宮城県 

 ８～９日 ＩＳＭＳサーベイランス審査 自社   

 

１８日 第四回取締役会 北農ビル 

 １６日 第１四半期実績検討会／第２回コンプライアンス委員会 自社（Web 開催）   

 

１９日 農協法公布記念日 自社 

 １８日 令和７年度第１回新規採用面接 自社   

 

２６日 評価者研修② 自社 

 ２２～２３日 ＪＡセンター協議会令和６年度定期総会 ＪＡビル   １２月 ２３～２４日 みのり監査法人向け研修会 自社 

 ２５～２６日 第１回ＩＴ統制評価 自社   

 

２６日 第２回システム連絡会議 北農ビル 

８月 １日 評価者研修 自社   １月 ２２日 第３回四半期実績検討会 自社 

 ２日 第 1 回管理職研修 自社   ２月 ３日 第五回取締役会 北農ビル 

 ７日 人間力向上研修① 自社   

 

５日 第３回全道農協常務参事会議 北農ビル（Web 開催） 

 ８日 第２０回東北・北海道相互支援等検討部会 山形県 

  

１２～１８日 地区別組合長会議 各地区 

 ２８日 令和７年度第２回新規採用面接 自社 

  

２７～２８日 全国センター協役員研修会 ＪＡビル 

 ３０日 第三回取締役会 北農ビル 

  

２７日 第二回システム検討委員会 Web 開催 

９月 ２６日 人間力向上研修② 自社 

  
   

 



  

 
 

３．株主総会 

  開催期日 付 議 事 項 

令和６年 ６月１９日 第１４回定時株主総会 

・株主の総数   108 名 ・発行済株式の総数 9,800 株 ・議決権を行使できる株主の総数 108 名  

・同議決権の数 9,800 個 ・出席株主数     108 名 ・出席株主の議決権の数    9,800 個 

 

議案第１号 令和５年度事業報告及び計算書類と附属明細書の承認について 

議案第２号 剰余金の処分について 

議案第３号 令和６年度事業計画並びに収支予算の設定について 

議案第４号 取締役の補欠選任について 

議案第５号 令和６年度取締役及び監査役の報酬額の決定について 

議案第６号 役員に対する役員退職慰労金の支給について 

 

  



  

 
 

４．取締役会 

  開催期日 付 議 事 項 

令和６年 ４月２６日 

第一回取締役会 

１．令和５年度 事業報告及び計算書類と附属明細書について 

２．令和６年度 事業計画並びに収支予算の設定について 

３．令和６年度の主な費用支出及び関連する契約の締結について 

４．第１４回定時株主総会の招集について 

５．規程類の改定について 

６．令和６年度 経営定期点検実施計画について 

７．令和６年度 内部監査計画について 

８．データセンターサーバー機器のディスク増設について 

９．利益相反取引となる統合ネットワーク利用契約に関わる覚書の再締結について 

１０．利益相反契約となる出向契約の締結について 

１１．次期システム構築に関連する案件の契約締結について 

令和６年 ６月１９日 
第二回取締役会 

１． 令和６年度 役員報酬の配分について 

令和６年 ８月３０日 

第三回取締役会 

１． 役員退職慰労金の支給について 

２． 規程類の改定について 

令和６年１１月１８日 
第四回取締役会 

１． 規程類の改定について 

令和７年 ２月 ３日 
第五回取締役会 

付議事項なし 

 

 

 



  

 
 

５．株主および株式 

 
（１）発行可能株式数    ９，８００株         （２）株主数・発行済株式数 

    （株式額面 ５万円） 

           年 次 

区 分 

前年度末 

現在 

本年度計画（４月１日現在） 

増加 減少 期末 

農 業 協 同 組 合 
株 主 数 １００ ０ ０ １００ 

株 式 数 ５，８５１ ０ ０ ５，８５１ 

各 連 合 会 
株 主 数 ８ ０ ０ ８ 

株 式 数 ３，９４９ ０ ０ ３，９４９ 

合 計 
株 主 数 １０８ ０ ０ １０８ 

株 式 数 ９，８００ ０ ０ ９，８００ 

 
（３）株主および持株数 

農業協同組合（上位 10 名の株主の状況）    中央会・各連合会   

株主名 持株数 持株比率  各連合会 持株数 持株比率 

新 函 館 農 業 協 同 組 合 ３１５ ３．２１％  ホ ク レ ン 農 業 協 同 組 合 連 合 会 １，９６０ ２０．００％ 

き た み ら い 農 業 協 同 組 合 ２８０ ２．８６％  北 海 道 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 ９８０ １０．００％ 

札 幌 市 農 業 協 同 組 合 ２４４ ２．４９％  全 国 共 済 農 業 協 同 組 合 連 合 会 ９８０ １０．００％ 

き た そ ら ち 農 業 協 同 組 合 ２３１ ２．３６％  根 室 生 産 農 業 協 同 組 合 連 合 会 １７ ０．１７％ 

ふ ら の 農 業 協 同 組 合 ２１８ ２．２２％  北 海 道 厚 生 農 業 協 同 組 合 連 合 会 ９ ０．０９％ 

よ う て い 農 業 協 同 組 合 ２０４ ２．０８％  北 海 道 農 業 協 同 組 合 中 央 会 １ ０．０１％ 

い わ み ざ わ 農 業 協 同 組 合 １９２ １．９６％  北 空 知 広 域 農 業 協 同 組 合 連 合 会 １ ０．０１％ 

道 央 農 業 協 同 組 合 １７２ １．７６％  美 幌 地 方 広 域 農 業 協 同 組 合 連 合 会 １ ０．０１％ 

る も い 農 業 協 同 組 合 １５４ １．７６％     

あ さ ひ か わ 農 業 協 同 組 合 １５１ １．５４％     



  

 
 

６．会社役員に関する事項 

 

役    職 氏  名 出身団体および役職  
役 員 期首現在 

異 動 
本年度末 

代 表 取 締 役 社 長  井  功 Ｊ Ａ 北 海 道 中 央 会 代表理事会長  増 加 減 少 

代 表 取 締 役 常 務 髙 橋 和 則 学 識 経 験 者   常 勤 取 締 役 1 0 0 １ 

取 締 役 齊 藤 光 貴 Ｊ Ａ 道 東 あ さ ひ 常務理事  非 常 勤 取 締 役 6 1 1 6 

〃 毛 利 好 隆 Ｊ Ａ む か わ 理事兼務参事  非 常 勤 監 査 役 2 0 0 2 

〃 柴 田 倫 宏 Ｊ Ａ 北 海 道 中 央 会 専務理事  合計 9 1 1 9 

〃 前 本 政 道 ホ ク レ ン 代表理事常務       

〃 山 本 純 司 Ｊ Ａ 北 海 道 信 連 総務部長       

監 査 役 小 川 秀 幸 Ｊ Ａ 北 海 道 厚 生 連 代表理事専務       

〃 佐 藤  久 全 共 連 北 海 道 本 部 本部長       

 

７．事業所                                              ８．社員の状況 

 

区  分 所   在   地  区 分 期首 当期増加 当期減少 期末 

本  社 
札幌市豊平区福住１条４丁目１３番１３号  正社員 62 （2） 4 4 62 （2） 

北海道信連事務センター内 嘱託者 2 （2） 2 0 4 （2） 

営 業 所 

道  南 札幌市中央区北４条西１丁目１番地 共済ビル内  合計 64 （4） 6 2 66 （4） 

道  央 岩見沢市５条西５丁目２番地１   空知農業会館内  ※（）内はうち出向者    

道  北 旭川市宮下通４丁目２番５号    ＪＡ上川ビル内         

道  東 北見市とん田東町６１７番地    オホーツクＪＡ Bldg.内         

 

 



  

 
 

Ⅱ 計 算 書 類 等 

１． 貸 借 対 照 表 

令和７年３月３１日 現在  
（単位：円） 

科  目  金  額   科  目  金  額 

 資産の部    負債の部 

流動資産 2,641,687,531  流動負債 229,586,058 
現金および預金 2,454,830,428 未払金 87,258,497 
未収金 174,211,503 未払法人税等 21,695,700 
貯蔵品 7,040,000 未払消費税 12,627,300 
前払費用 5,605,600 仮受金 3,671,912 
  賞与引当金 59,748,000 

   リース債務 44,584,649 
固定資産 449,833,590  固定負債 169,230,397 
有形固定資産 231,792,643 未払退職給付金 11,457,570 
無形固定資産 169,469,227 退職給付引当金 77,904,692 
投資その他資産 48,571,720 役員退職慰労引当金 7,000,000 
外部出資金 100,000 リース債務 72,868,135 
社員貸付金 1,036,250  負 債 合 計 398,816,455 
差入保証金 161,000  純資産の部 

繰延税金資産 44,633,233  株主資本 2,692,704,666 
長期前払費用 2,641,237 資本金 490,000,000 
  利益剰余金 2,202,704,666 

  利益剰余金 2,202,704,666 
     経営強化積立金 1,500,000,000 
  内   繰越利益剰余金 702,704,666 
  訳 （うち前期繰越利益剰余金） 633,989,358 
  （うち当期純利益） 68,715,308 
  純 資 産 合 計 2,692,704,666 

資 産 合 計 3,091,521,121  負債・純資産合計 3,091,521,121 



  

 
 

２． 損  益  計  算  書 
自 令和６年４月１日 至 令和７年３月３１日 

                                        （単位：円） 
科  目 計 画 決算額 増 減  

売上高 2,289,824,000 2,340,237,959 50,413,959  

第四次拡充システム利用料 1,458,488,000 1,443,890,355 △14,597,645  

ネットワーク利用料 640,062,000 623,416,524 △16,645,476  

ＩＴ化支援料 189,952,000 271,509,730 81,557,730  

システム受託・開発料 1,322,000 1,421,350 99,350  

売上原価 1,160,109,000 1,198,744,889 38,635,889  

 賃貸料 15,450,000 15,358,430 △91,570  

 償却費 158,018,000 151,115,436 △6,902,564  

ソフト償却費 50,577,000 44,938,557 △5,638,443  

機器諸費 765,232,000 736,826,260 △28,405,740  

ＩＴ化支援費 170,832,000 250,506,206 79,674,206  

売上総利益 1,129,715,000 1,141,493,070 11,778,070  

販売費 ・ 一般管理費 1,026,808,000 1,034,607,178 7,799,178  

事業直接費 278,859,000 257,525,609 △21,333,391  

事業管理費 747,949,000 777,081,569 29,132,569  

営業利益 102,907,000 106,885,892 3,978,892  

営業外収益 280,000 3,208,604 2,928,604  

営業外費用 7,454,000 6,391,139 △1,062,861  

経常利益 95,733,000 103,703,357 7,970,357  

特別利益 0 0 0  

特別損失 0 30 30  

税引前当期純利益 95,733,000 103,703,327 7,970,327  

法人税等 32,658,000 34,988,019 2,330,019  

当期純利益 63,075,000 68,715,308 5,640,308  



  

 
 

３． 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
    

自 令和６年４月１日 至 令和７年３月３１日  
（単位：円） 

 
株   主   資   本 

純資産 
合 計 

  
資本金 

利 益 剰 余 金 
株主資本 
合  計 

利 益 

準備金 
その他利益剰余金 利益剰余金 

合   計 経営強化積立金 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 490,000,000 0 1,500,000,000 633,989,358 2,133,989,358 2,623,989,358 2,623,989,358 

当 期 変 動 額        

経営強化積立金        

当 期 純 利 益    68,715,308 68,715,308 68,715,308 68,715,308 

当期変動額合計 ０ ０ ０ 68,715,308 68,715,308 68,715,308 68,715,308 

当 期 末 残 高 490,000,000  1,500,000,000 702,704,666 2,202,704,666 2,692,704,666 2,692,704,666 

 

 

 



  

 
 

４．個 別 注 記 表 
[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

1.棚卸資産の評価基準および評価方法 

棚卸資産（貯蔵品）の期末評価は、先入先出法による原価法  （収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法） 
 

2.固定資産の減価償却方法 
（１）有形固定資産 

・建物附属設備  平成１９年３月３１日以前に取得したものは旧定率法、平成１９年４月１日以後に取得したものは定率法、平成２

８年４月１日以降取得したものについては、定額法を採用しております。 
・上記以外    平成１９年４月１日以後に取得したものは定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 
（２）無形固定資産 

・自社利用目的のソフトウェア  社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法を採用しております。 
・その他            定額法を採用しております。 

（３）リース資産 
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 : 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 ： リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 

3.引当金の計上基準 
（１）賞与引当金    社員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当該事業年度分を計上しております。 
（２）退職給付引当金  社員の退職給付に備えるため、当該事業年度末の要支給額から特定退職金共済制度の給付金額と未払退職給付金を差

し引いた金額を計上しております。なお、当共済制度は「一般財団法人全国農林漁業団体共済会」（以下、「ＪＡ全国共済

会」という）が運営しているものです。  
4.その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

（１）消費税等の会計処理  消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
 
 



  

 
 

〔貸借対照表に関する注記〕                                  〔退職給付に関する注記〕 
１．有形固定資産の減価償却累計額  

１，０４５，７１３，９５３円 
１．採用している退職給付制度の概要 

 職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度に加え、 
〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 同規定に基づき退職給付の一部に充てるため、ＪＡ全国共済会との契約によるＪＡ 
１．発行済株式に関する事項   普通株式 ９，８００株 退職給付制度を採用しています。 
２．配当に関する事項      該当事項はありません。 なお、退職給付債務・退職給付費用の計算に係る期末要支給額を退職給付債務と 

 する方法を用いた簡便法を適用しています。 
〔税効果会計に関する注記〕 （１）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な発生原因別の内訳 引当金の調整表 
繰延税金資産  ① 退職給付債務            △４５６，５９９，８００円 

賞与引当金損金不算入額    １８，１６９，３６７ ② 特定退職共済制度（ＪＡ全国共済会）   ３６７，２３７，５３８ 
未払事業所税            ５１２，０１３ ③ 未払退職給付金（旧組織分）       １１，４５７，５７０ 
未払事業税           １，９１７，７１５ ④ 未積立退職給付債務（①~③の計）    △７７，９０４，６９２ 
退職給付引当金損金不算入額  ２３，６９０，８１７ ⑤ 貸借対照表計上額純額         △７７，９０４，６９２ 
役員退職慰労引当金損金不算入額 ２，１２８，７００ ⑥ 退職給付引当金            △７７，９０４，６９２ 
減価償却超過額            ３４３，３２１ （２）退職給付費用及びその内訳項目の金額 
繰延税金資産小計           ４６，７６１，９３３ ① 勤務費用                  ６，４４７，５３３ 
評価性引当額                 △２，１２８，７００                   合計  ６，４４７，５３３ 
繰延税金資産合計        ４４，６３３，２３３  
繰延税金資産の純額       ４４，６３３，２３３ ［１株当たり情報に関する注記］ 

 １．一株当たり純資産額            ２７４，７６５円.７８銭 
 ２．一株当たり当期純利益             ７，０１１円.７７銭 
  

 

 



  

 
 

５．附 属 明 細 書 
 
 
 

１．固定資産の取得および処分ならびに減価償却の明細 （単位：円） 

区分 資産の種類 期首帳簿価格 当期増加 当期減少 当期償却額 期末帳簿価格 減価償却累計額 償却累計率 

固
定
資
産 

有
形 

建 物 付 属 設 備 15,406,579 0 8 5,140,352 10,266,219 30,341,535 74.7% 
工 具 器 具 備 品 163,286,245 40,422,000 22 105,495,876 81,062,347 951,118,695 92.1% 
リ ー ス 資 産 181,407,637 0 0 40,943,560 140,464,077 64,253,723 31.4% 
建 設 仮 勘 定 0 0 0 0 0 - - 

計  360,100,461 40,422,000 30 151,579,788 231,792,643 1,045,713,953 81.9% 
固
定
資
産 

無
形 

ソ フ ト ウ ェ ア 117,427,909 96,979,875 0 44,938,557 169,469,227 

 
開 発 仮 勘 定 5,478,000 94,819,862 100,297,862 0 0 

計 122,905,909 191,799,737 100,297,862 44,938,557 169,469,227 
合 計 483,006,370 232,221,737 100,297,892 196,518,345 401,261,870 

 

 

 

２．引当金の明細    （単位：円） 

科  目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

賞 与 引 当 金 30,446,000 59,748,000 30,446,000 59,748,000 
退 職 給 付 引 当 金 73,649,186 6,447,533 2,192,027 77,904,692 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 4,640,000 2,860,000 500,000 7,000,000 
※貸倒引当金は、実積率ゼロのため計上しておりません。 

 

  



  

 
 

３．営業費用および一般管理費 
 科 目 計 画 実 績 増 減   科 目 計 画 実 績 増 減 

内 部 監 査 費 計 1,147,000 957,645 △189,355   役 員 報 酬 9,700,000 9,700,001 1 
 経 営 企 画 費 計 7,360,000 3,492,602 △3,867,398     社 員 給 与 452,980,000 454,566,407 1,586,407 
  次期システム開発費 23,188,000 15,779,959 △7,408,041     受入管理分担金 △9,000,000 △9,000,000 0 
  業 務 委 託 費 32,160,000 34,165,703 2,005,703    給 与 手 当 443,980,000 445,566,407 1,586,407 
 次期システム開発費計 55,348,000 49,945,662 △5,402,338    法 定 福 利 費 79,652,000 82,083,275 2,431,275 
  業 務 費 4,666,000 1,657,285 △3,008,715    厚 生 費 2,382,000 2,639,826 257,826 
  業 務 委 託 費 12,000,000 11,973,213 △26,787    賞 与 引 当 金 繰 入 29,363,000 59,748,000 30,385,000 
 業 務 費 計 16,666,000 13,630,498 △3,035,502    役員退職慰労引当金繰入 3,160,000 2,860,000 △300,000 
  運 用 費 3,489,000 1,722,096 △1,766,904    退 職 給 付 費 用 24,351,000 26,357,133 2,006,133 
  輸 送 費 2,912,000 2,079,288 △832,712   人 件 費 計 582,888,000 619,254,641 36,366,641 
  業 務 委 託 費 170,899,000 169,702,747 △1,196,253    研 修 教 育 費 9,237,000 8,263,571 △973,429 
 運 用 費 計 177,300,000 173,504,131 △3,795,869    旅 費 交 通 費 4,270,000 3,630,208 △639,792 
 営 業 所 費 計 21,038,000 15,995,071 △5,042,929     通 信 費 2,305,000 1,858,730 △446,270 

事 業 直 接 費 計 278,859,000 257,525,609 △21,333,391     図 書 費 1,963,000 1,874,248 △88,752 
        印 刷 消 耗 品 費 3,560,000 4,073,757 513,757 

          消 耗 備 品 費 2,400,000 826,907 △1,573,093 
         事 務 費 計 10,228,000 8,633,642 △1,594,358 
          会 議 費 490,000 437,328 △52,672 
         食 糧 費 2,900,000 2,110,600 △789,400 
         接 待 交 際 費 510,000 797,763 287,763 

       交 際 費 計 3,900,000 3,345,691 △554,309 
          水 道 光 熱 費 20,763,000 19,964,192 △798,808 
          事 務 所 賃 借 料 74,128,000 74,272,292 144,292 
          住 宅 賃 借 費 1,890,000 2,300,532 410,532 
          減 価 償 却 費 465,000 464,352 △648 
         施 設 費 計 97,246,000 97,001,368 △244,632 
         諸 税 負 担 金 27,396,000 24,777,934 △2,618,066 
         雑 費 3,084,000 2,474,513 △609,487 
        一 般 管 理 費 計 155,361,000 148,126,927 △7,234,073 
       事 業 管 理 費 計 747,949,000 777,081,569 29,132,569 
       合 計 1,026,808,000 1,034,607,178 7,799,178 

 

４．その他の重要な事項     該当ありません 
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